
特定フリーランス事業に係る
労働者災害補償保険

特別加入制度への取り組み

令和7年8月7日ACTORSフリーランス労災
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団体名　　
ACTORSフリーランス労災　
　　　
　　　　　　　　


　

所在地　　
東京都新宿区西新宿３−7−１
新宿パークタワーN棟30階


　　　　　
代表理事　山下

卓人（UberGuild株式会社
代表取締役）

　　　　



　
副代表




山下

楓（UberGuild株式会社
取締役）

　　　　　　　理事　深貝

周平（一般社団法人Sumanna®）

　　　　　　　理事　安

秀香（一般社団法人Sumanna®）

　　　　　　




理事　前田

嘉槻（一般社団法人Sumanna®理事）




















　









監事　木住野
祐希（あいせ税理士法人）



























設立日　　







2024年9月3日　
　　　　　　　　　　　　　　　
　


「ACTORSフリーランス労災」は、労災特別加入団体UberONIONギグワーク事業主等団体組
合、AmazonONIONギグワーク事業主等団体組合等を運営するUberGu i ld株式会社、一般社
団法人Sumanna®が設立した労災特別加入団体です。

１.団体概要及び組織体制等ー概要
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全国相談窓口 4

住所（書類等事務窓口）
　　　東京都新宿区西新宿３−７−１
　　　新宿パークタワーN棟　３０階
電話（労災ホットライン）
　　　０３−４４００−９２９５

全国共通窓口
公式ＬＩＮＥ

都道府県 郵便番号 住所 都道府県 郵便番号 住所

北海道 北海道

〒060-0052 北海道札幌市中央区南２条東１丁目１−１２フラーテ札幌４F

関東

群馬

〒371-0022 群馬県前橋市千代田町２丁目１０−２

〒062-0034 北海道札幌市豊平区西岡４条１３丁目１−１４ 〒370-0007 群馬県高崎市問屋町西１丁目１−３

〒040-0064 北海道函館市大手町１８−７
NEWPORT
BLDG．

埼玉

〒330-0081 埼玉県さいたま市中央区新都心８番地４F

〒082-0030 北海道河西郡芽室町本通３丁目２ 〒343-0845 埼玉県越谷市南越谷１丁目１５−１南越谷ラクーン４F

東北

青森

〒030-0801 青森県青森市新町１丁目２−１８青森商工会議所会館1階

千葉

〒261-0014 千葉県千葉市美浜区若葉３丁目1−１８幕張ベイパーククロスレジデンスS2-1

〒036-8182 青森県弘前市土手町１３３
西谷ビル
1F 〒277-8550 千葉県柏市末広町１−１柏髙島屋ステーションモール新館専門店12階

岩手

〒020-0025 岩手県盛岡市大沢川原３丁目１−１
東ビル
1階

東京

〒160-0023 東京都新宿区西新宿３丁目７−１新宿パークタワーN棟30階(東京本部)

〒026-0002 岩手県釜石市大平町３丁目９−１ 〒101-0025 東京都千代田区神田佐久間町３丁目９−１

宮城

〒983-0036 宮城県仙台市宮城野区苦竹３丁目１−６ 〒106-0047 東京都港区南麻布２丁目１５−５

〒986-0822 宮城県石巻市中央２丁目１０−２
新田屋ビル
1F 〒151-0064 東京都渋谷区上原１丁目３−９

秋田

〒010-0875 秋田県秋田市千秋明徳町１−５６ 〒111-0051 東京都台東区蔵前４丁目２１−２

〒018-5201 秋田県鹿角市花輪下花輪３３−２ 〒154-0021 東京都世田谷区豪徳寺１丁目２３-２３Cloche豪徳寺１F

山形

〒992-0076 山形県米沢市小野川町２５８４ 〒181-0013 東京都三鷹市下連雀３丁目２２−１５
２F

〒998-0044 山形県酒田市中町２丁目５−１０酒田産業会館1階 〒192-0084 東京都八王子市三崎町４−１１
トーネンビル5F

福島

〒961-0856 福島県白河市新白河１丁目1−７３ 〒194-0013 東京都町田市原町田４丁目１１−１３
天野ビル4F

〒979-2124 福島県南相馬市小高区本町１丁目８７ 〒190-0164 東京都あきる野市五日市９２１−４

関東

茨城

〒305-0822 茨城県つくば市苅間２２５７−２

神奈川

〒221-0052 神奈川県横浜市神奈川区栄町５−１横浜クリエーションスクエア14階

〒310-0021 茨城県水戸市南町１丁目２−３２ 〒231-0015 神奈川県横浜市中区尾上町３丁目３５横浜第一有楽ビル3F

栃木

〒321-0345 栃木県宇都宮市大谷町１２４０ 〒251-0024 神奈川県藤沢市鵠沼橘１丁目１７−１１順天ビル4F

〒325-0045 栃木県那須塩原市高砂町６−３ 中部 新潟 〒950-0917 新潟県新潟市中央区天神１丁目１プラーカ３
2F

※対面での相談を希望する場合には、東京本部の事務所のほか、
全国の提携シェアオフィスで相談対応できる体制を準備しています。



Client

KOTO
Creative

Society
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都道府県 郵便番号 住所 都道府県 郵便番号 住所

中部

新潟 〒949-6101 新潟県南魚沼郡湯沢町湯沢１８３１

近畿

滋賀 〒520-2573 滋賀県蒲生郡竜王町鏡３７１−１

富山
〒930-0085 富山県富山市丸の内１丁目８−１７新丸の内ビル
4F

京都

〒616-8222 京都府京都市右京区常盤仲之町１−１

〒939-1835 富山県南砺市立野原東１５１４−１８ 〒602-8407 京都府京都市上京区大宮上立売上西入伊佐２３３

石川
〒921-8027 石川県金沢市神田２丁目３−２１ヒリックスビル
2F 〒600-8180 京都府京都市下京区東洞院通五条下る下万寿寺町498番地

〒926-0804 石川県七尾市生駒町３−３

大阪

〒550-0004 大阪府大阪市西区靱本町１丁目６−１４田渕本町ビル
2F

福井
〒910-0006 福井県福井市中央３丁目５−１２
2F
3F 〒532-0012 大阪府大阪市淀川区木川東２丁目４−３
甲東ビル
4階

〒916-0026 福井県鯖江市本町３丁目２−１２商工会議所ビル1F 〒573-0031 大阪府枚方市岡本町７−１枚方ビオルネ5階

山梨
〒405-0043 山梨県山梨市江曽原５９４

兵庫
〒650-0044 兵庫県神戸市中央区東川崎町１丁目８−１プロメナ神戸４F

〒400-0041 山梨県甲府市上石田３丁目８−６ 〒659-0093 兵庫県芦屋市船戸町５−２６

長野
〒380-0824 長野県長野市南長野南石堂町１４２６

奈良
〒630-2302 奈良県奈良市月ヶ瀬尾山２３５０−１

〒389-2502 長野県下高井郡野沢温泉村豊郷９５７２ 〒630-0251 奈良県生駒市谷田町１６１５
アコール生駒もやい館3階４階

岐阜
〒509-2202 岐阜県下呂市森２３１２−６

和歌山
〒646-0031 和歌山県田辺市湊４１−１

〒503-1265 岐阜県養老郡養老町若宮３５３ 〒649-7215 和歌山県橋本市高野口町九重８７

静岡
〒420-0882 静岡県静岡市葵区安東１丁目６−２９

中国

鳥取
〒689-3221 鳥取県西伯郡大山町富長１５９−１BIKAI
2F

〒415-0303 静岡県賀茂郡南伊豆町下賀茂８３９−３ 〒683-0063 鳥取県米子市法勝寺町６５

愛知
〒460-0003 愛知県名古屋市中区中区錦１丁目１７−１３名興ビルディング2F
3F

島根
〒696-0103 島根県邑智郡邑南町矢上３９２９−１

〒444-0860 愛知県岡崎市明大寺本町４丁目１５
松阪第3ビル
4F 〒690-0845 島根県松江市西茶町４０−１松江ニューアーバンホテル２F3
F

近畿

三重

〒510-0086 三重県四日市市諏訪栄町５−４ニューヨッカイチビル１０３

岡山

〒700-0023 岡山県岡山市北区駅前町１丁目８−１８
ICOTNICOT
2F

〒515-2622 三重県津市白山町中ノ村１３８−４旧倭村役場 〒708-0051 岡山県津山市椿高下１１７

滋賀 〒520-1503 滋賀県高島市新旭町深溝９０１ 広島 〒730-0053 広島県広島市中区東千田町１丁目１−６１hitoto広島ナレッジスクエア1F

全国相談窓口

住所（書類等事務窓口）
　　　東京都新宿区西新宿３−７−１
　　　新宿パークタワーN棟　３０階
電話（労災ホットライン）
　　　０３−４４００−９２９５

全国共通窓口
公式ＬＩＮＥ

※対面での相談を希望する場合には、東京本部の事務所のほか、
全国の提携シェアオフィスで相談対応できる体制を準備しています。



Client
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都道府県 郵便番号 住所 都道府県 郵便番号 住所

中国

広島 〒737-2312 広島県江田島市沖美町畑９９７−２

九州

佐賀 〒840-0532 佐賀県佐賀市富士町大字大野
字入道601番53

山口

〒742-2922 山口県大島郡周防大島町沖家室島４８１番地

長崎

〒850-0054 長崎県長崎市上町６−３５
3F

〒747-0808 山口県防府市桑山２丁目１１−２２ 〒853-0002 長崎県五島市中央町６−３５

四国

徳島

〒773-0001 徳島県小松島市小松島町新港１９

熊本

〒860-0807 熊本県熊本市中央区下通１丁目５−６
ＡＲＩＴＡ
ＢＩＬＤ
2
F

〒771-1402 徳島県阿波市吉野町西条大西５７−３ 〒863-0011 熊本県天草市北浜町２６３８−１９

香川 〒761-8081 香川県高松市成合町１５５９

大分

〒870-0839 大分県大分市金池南１丁目５−１コレジオ大分
1F

愛媛

〒793-0030 愛媛県西条市大町１６６３ 〒874-0934 大分県別府市駅前本町９−７
1F

〒790-0801 愛媛県松山市歩行町１丁目１３−３
１F

宮崎

〒889-2162 宮崎県宮崎市青島２丁目２−７
海洋館
7号

高知

〒780-0822 高知県高知市はりまや町１丁目２−１２
1
F 〒889-4234 宮崎県えびの市永山１１８２−１

〒786-0534 高知県高岡郡四万十町広瀬５８３−１３

鹿児島

〒899-6202 鹿児島県姶良郡湧水町北方２３３３−２

九州

福岡

〒812-0025 福岡県福岡市博多区店屋町５−９ 〒891-4406 鹿児島県熊毛郡屋久島町平内２５８−２４

〒802-0071 福岡県北九州市小倉北区黄金１丁目１−１１福永ビル301

沖縄 沖縄

〒904-0004 沖縄県沖縄市中央１丁目７−８

佐賀 〒848-0047 佐賀県伊万里市伊万里町３５８−１伊萬里まちなか一番館2F 〒906-0012 沖縄県宮古島市平良西里４６５−１

全国相談窓口

住所（書類等事務窓口）
　　　東京都新宿区西新宿３−７−１
　　　新宿パークタワーN棟　３０階
電話（労災ホットライン）
　　　０３−４４００−９２９５

全国共通窓口
公式ＬＩＮＥ

※対面での相談を希望する場合には、東京本部の事務所のほか、
全国の提携シェアオフィスで相談対応できる体制を準備しています。



・私たち「フリーランスの自由を勝ち取る」が出発点です。

Client

　
「ACTORSフリーランス労災」は、フリーランスとして働く皆様の業務環境が少しでも良くなるよう活動する個

人事業主の為の団体組合です。多くの参加者を募り、企業との交渉や政府への提言、SNSでの活動等を通して業務

委託環境の改善につなげていきたいと考えています。


　
2012年に米Uber社が提唱した「ギグワーク」と呼ばれるインターネット上のプラットフォームから仕事を受け

て働く働き方は、私たちに自由度の高いライフスタイルを提示してくれました。ですがその引き換えに「安全」「安

心」「補償」は提供されない、全てが「自己責任」の世界とも言われていました。




　　　　　　　…自由な働き方と安心・安全に働くことは相反するものなのでしょうか？

　
「タイミー」「シェアフル」「メルカリハロ」建築現場の「助太刀」スポットアクター「スマキャス」今後インタ

ーネット上のプラットフォームで仕事を得る働き方はもっと増えていくと思います。だからこそ、そこで働く私た

ちがもっと安全に安心して働けるよう、業務委託条件の向上や法制度の整備が必要と考えます。そのために、まず

はUberEats配達員の仲間たちで業界全体の体制改善に繋がる活動を！その思いで7年間の活動を続けて来ました。

（続く）

２.設立の趣旨と社会的背景
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・私たち「フリーランスの⾃由を勝ち取る」が出発点です。

Client

 �2021年9⽉より、⾃転⾞を使⽤して貨物運送事業を⾏う者が特別加⼊できるようになり、今まで加⼊対
象ではなかったUberEa t sやamazonF lex他のフリーランス配達員の配達中やその前後の事故について特別
加⼊することにより労災補償されるようになりました。私たちは東京労働局様より承認をいただき、先⽇
４度⽬の年度更新を終えました。組合員は現在約400名程度、他の承認団体様の発表加⼊者数と総計しても
1,000名強としかならず、15万〜30万⼈※1� �と⾔われている対象事業者に対しての普及率は1%にも届い
ていません。
 �その⼀⽅で、創設時から現在までに私たちが取り扱った労働災害関連の⼿続きは⾮常に多く、加⼊した
組合員の延べ⼈数で換算しても年間１割以上の労災発⽣率※2。つまり推計すると配送業だけで毎年
10,000件程度の労働災害が発⽣しており、その殆どが労災としての認知、対応を受けていない※3という
事になります。

�   「労災特別加⼊の普及率向上」私たちにとっても、これは喫緊の課題でした。（続く）

※1��UberEats公式発表�アクティブユーザー10万⼈(配達員、2023年)と国⼟交通省資料�軽貨物登録事業者数20万9千(2021年)から推計した数字です。
※2�当グループの配達関連特別加⼊者延べ⼈数787名に対して労災認定件数147件(2025.7.20現在)。労災事故発⽣率は18.68%となります。
※2�同⼀組合員の複数回に亘る加⼊脱退は1とカウントしています。
※3�他の団体様の発表資料なども参照して※1※2と併せて推計。�

２.設⽴の趣旨と社会的背景
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・私たち「フリーランスの自由を勝ち取る」が出発点です。

Client

　
 
また業務を行う上で制度上の問題点も色々と見えて来ていました。

例えば、

　　　　・Amazonの荷物を自転車で届けた場合は特別加入の対象

　　　　


・同じ人が同じ荷物を同じ部屋へ徒歩で届けた場合は特別加入の対象外

　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　この様な事例が沢山ありました。

　現在は特定フリーランス法の施行により同様の問題は改善されつつありますが、まだまだ道半ばで取

り組むべき課題は多いと思います。ならば私たちにも、お手伝いさせて頂ける事は有るのではないか？

その様な思いから此のプロジェクトへの参画を決意させて頂きました。

　
私たちは全員が特別加入団体スタッフでありながら現役のフリーランサーでもあります。

　
　　　　　現場目線でしか見えてこないものもあると信じ、活動を進めて参ります。何卒宜しくお願い致します。

２.設立の趣旨と社会的背景
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　「個人主義」と思われがちな仕事の中でも、社会

の一員として何かできるのではないか

　
ーそんな想いから生まれたアクションー


　　　　　　　　　　　　　　　　　でした。

　
ゴミ拾いから繋がった絆はフリーランス同士の

定期的なミーティングへと展開していき、団体発

足への足掛かりとなりました。

10

３.フリーランス全般の支援のための活動
・きっかけは2018年から始まったUber 
 Ea t sの配達員たちによる

渋谷ハロウィンでの自主的なゴミ拾い。



現場目線の活動

　
2018年からの渋谷の道玄坂や新宿歌舞伎町他で行う定期MTG

は150回を超え、ゴミ拾いによる街の清掃活動とその後にレスト

ランや居酒屋会議室などで議論を行う自由闊達なスタイルは、

フリーランスの皆様からもご好評を頂いております。週一回程

度の会合には毎回６〜30名の方の参加をいただき、そこでまと

まった意見は各方面へ意見書として送付させていただいており

ます。東京都労働委員会様へは240筆の署名と共に提出させて頂

きました。

　
これは用意された原稿を読み上げるのではない「フリーラン

スの生の声」です。今後は地方都市での定期開催も目指して参

ります。

　
また、フリーランスへの不当な行為に関しては訴訟を行うな

ど、現場レベルでのフリーランスの権利と自由を守る活動を行

なっております。 11

３.フリーランス全般の支援のための活動
・きっかけは2018年から始まったUber 
 Ea t sの配達員たちによる

渋谷ハロウィンでの自主的なゴミ拾い。



Client

今後の展望
「特定フリーランス法」の情報発信地となる
「FreeCafe」を⽇本全国へ展開。第⼀号は東
京渋⾕に開設。

YouTube動画の配信などで特定フリーランス
法の周知と労災特別加⼊の推進を⾏う。各種ユ
ーチューバーとの連携でプロモーション活動を
⾏い労災特別加⼊者2,000万⼈を⽬指す。

受け⾝の団体としてではなく、意⾒書の提出な
ども精⼒的に活動を⾏って参ります。
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３.フリーランス全般の⽀援のための活動
・きっかけは2018年から始まったUber � Ea t sの配達員たちによる

渋⾕ハロウィンでの⾃主的なゴミ拾い。

●公式「X」アカウント
@UberXAk iHe ra

登録者数15,000名(X公式⾦バッジ)
投稿プレビュー最⼤940万回
活動内容と予定�
 ⾦バッジだけが⾏える縦断型の有料広告出稿で現在は加
⼊者の募集。今後は「特定フリーランス法」「労災特別加
⼊」に関する周知啓蒙、意識啓発活動を⾏います。

●公式動画クリエイター
h t tp s : / /www.you tube . com/@Tra f f i cSu r v i vo r s

再⽣回数2億4千万回
活動予定�
 �再⽣回数の⾼さを活かしオリジナル動画を作成「特定
フリーランス法」「労災特別加⼊」に関する周知啓蒙、意
識啓発活動を⾏います。



・全国108箇所の拠点、東京本部は24時間年中無休、電話、LINE、書面で対応。

Client

４.加入・脱退、及び各種支援

KOTO
Creative

Society
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（１）労災保険特別加入制度の一切に対しての対応は次の通りです。

　　・手続きは支払いも含めネットの上で全て完結、加入も脱退も最短翌日から

　　・加入者の事情を考慮し、出張相談、公式LINE、電話、SNS、書面郵送でのフレキシブルな対応

　　・公式ホームページ、公式YouTube動画、連帯YouTube rによる平易な案内

　　・必要に応じてスタッフが労災現場や入院先病院へ出向き資料確認や書類提出をサポート

　　・全国拠点の住所を公式ホームページで公開、本部業務は24時間年中無休体制で対応

●労災保険金及び手数料の流れ

・労災保険料+組合費 (⽉額980 )をベースとしたものをサブスクリプション (⽉賦課金 )として支払いいただいております。
・加入者は加入も脱退も⽉単位で⾃由に出来ます。

・加入者の事情により⼀括振込やPayPayでの支払いにも対応しております。
・それ以外の入会金、年会費、事務⼿数料、相談料、事務委託費、書類作成費は⼀切いただいておりません。

独自決済システム「ROSA I -Pay」


　by米国Sa le s fo r ce社
専用労災口座


by三井住友銀行、GMOあおぞらネット銀行
厚生労働省
東京労働局



・全国108箇所の拠点、東京本部は24時間年中無休、電話、LINE、書面で対応。

Client

４.加入・脱退、及び各種支援

Society
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（２）各種書類の交付は以下の通りです。

　　・加入時の規約等書類送付…レターパックを使い法令で定められた本人住所地確認を兼ねる

　　・労災加入証明書…希望者へ書面押印の上郵送（PDFでも対応）

　　・特別控除証明書…確定申告前に全員へ書面押印の上郵送

（３）労災事故に関する給付請求書類の作成及び労基署への提出に関しては以下の通りです。

　　・レターパックを用いて完全無償で作成提出　
　

　　・外部委託は行わず団体内で即時対応〜最終チェックできる業務体制

　　・相談料、書類作成料、申請代行料、キックバック、寄付金など如何なる名目の費用も受け取らない



５.安全衛生・災害防止教育の内容

Client

実施ブロック

　
今回は承認初年度なので令和６年度加入者、令和７年度加入者に対して北海道、東北…

九州全てのブロックに於いて新規&年度更新分として行う。

実施内容及び方法

　 
 1 2月8日ごろ（計３回予定）Zoomにて東京本部事務所より中継しながら、

・スライド、ビデオ教材を視聴・講師による解説などを行う。

・「労災特別加入制度の理解」「業務災害防止のための行動」「労災発生時の対応」の三本柱で行う。

・「フリーランスの業務災害防止/中央労働災害防止協会」をテキストとして配布し、活用する。

・講師2名とゲストによる司会進行質疑応答形式

・組合員からはZoom及び公式LINEアカウントにてリアルタイムの発言をして貰う。

動画は後ほど編集してアーカイブを公開、視聴困難な方へは書面に起こした物を郵送する。

KOTO
Creative
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・ACTORSフリーランス労災　
令和７年度研修等実施予定



５.安全衛生・災害防止教育の内容

前ページ内容の視聴時にZoom及び公式ラインアカウントにてリアルタイムの質疑応答を行う。


※添付写真は実際に当グループが行なった令和６年度の講習会の様子です。
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・ACTORSフリーランス労災　
令和７年度研修等実施予定



５.安全衛生・災害防止教育の内容

ACTORSフリーランス労災は、当団体組合員でもあるYouTube rの配信や公式の動画コンテンツ、プレス

リリースなどを用いて特定フリーランスの労災制度への興味付け、周知活動を行なっております。

17

・YouTube動画などによる周知活動、啓蒙活動



加入者数　
　63名

（１）性別：
男性49名　女性14名
（２）年代：10代

0名

　20代

7名　30代
13名　40代
21名




























50代
17名　60代以上
5名
（３）職種(サンプル数が少ないので主だったものを多い順から)
　　　・AmazonHUB、UberEats徒歩
　　　・エアコンの取り付け
　　　・業務委託による農作業代行
　　　・YouTuber（案件）
　　　・メイド　風俗(2条6項1号の営業、2条8項の営業)
　　　・モデル　講演業　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　・倉庫内作業　
清掃業
　　　・ヘアメイクの講師
　　　
など

（４）地域　東京34.9%

神奈川15.1%
埼玉12.8%他

６.加入状況

18

・令和7年7月20日時点でのACTORSフリーランス労災の加入状況。

東京

神奈川

埼玉

63件の回答



【参考】取り扱い規模拡大に向けての体制整備
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・ACTORSフリーランス労災は次のステップへ。

（１）ACTORSフリーランス労災では業務を専門化し「ユニット」という単位で行なっています。

　　・ユニット毎の業務内容はテキストマニュアルにて標準化

　　・相互監視できる業務用アカウントと専用端末で情報管理の徹底

（２）ACTORSフリーランス労災では広域周知と啓蒙活動のための業務に力を入れています。
　　・団体内の映像制作チームによる迅速正確な広報活動
　　・提携外部YouTuberによる啓蒙活動
　　・プレスリリースによる周知活動

（２）ACTORSフリーランス労災では提携企業様のご協力により迅速な業務拡大が可能です。

　　・株式会社タイミー様との提携により需要に合わせたスタッフの確保

　　・日本リージャス株式会社様との提携により需要に合わせたオフィススペースの確保

　　・Apple様などとの提携により需要に合わせた業務用端末の確保

（３）ACTORSフリーランス労災では将来的に２０００万の組合員管理を想定しています。

　　・今後の社会情勢の変化による爆発的な労災特別加入需要を予測

　　・その際の対応マニュアルや作業フローをマニュアル化し用意

　　・２０００万労災特別加入時代への速やかな移行が可能



ACTORSフリーランス労災
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